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新旧対照表形式原議出力設定回答書
	
	確認事項
	対応
可否
	備考（代替措置・不可である理由など）

	1
	基本書式（規則）

	
	1
	41文字×35行で出力することができる
	
	

	
	2
	ＭＳ明朝10.5ptで出力することができる
	
	

	
	3
	字送り10.9ptで出力することができる
	
	

	
	4
	行送り19.55ptで出力することができる
	
	

	
	5
	用紙の余白（上25mm、下30mm、左27mm、右25mm）を設定することができる
	
	

	
	6
	セル余白（上0mm・左右1.7mm）を指定することができる
	
	

	2
	基本書式（条例）

	
	7
	37文字×30行で出力することができる
	
	

	
	8
	ＭＳ明朝12ptで出力することができる
	
	

	
	9
	字送り12.4ptで出力することができる
	
	

	
	10
	行送り22.85ptで出力することができる
	
	

	
	11
	用紙の余白（上25mm、下30mm、左24mm、右24mm）を設定することができる
	
	

	
	12
	セル余白（上0mm・左右1.9mm）を指定することができる
	
	

	3
	基本書式（共通）

	
	13
	印刷の向きを縦とし、横書きで出力することができる
	
	

	
	14
	両端揃えで出力することができる
	
	

	
	15
	行末禁則文字を指定することができる
	
	

	
	16
	新旧対照表部分のみ行間隔をグリッドに合わせないよう設定することができる
	
	

	
	17
	施行文等の共通柱書きを設定し、併せて出力することができる
	
	

	
	18
	インデント幅の単位を文字数として設定することができる
	
	

	
	19
	柱書中の題名は左右を３字空きとすることができる
	
	

	
	20
	規則及び条例の２種類の基本書式を任意に使い分けることができる
	
	

	
	21
	書式設定について、委託者側で設定を変更することができる
	
	

	4
	新旧対照表全体のレイアウト

	
	22
	表頭の左欄を「改正後」、右欄を「改正前」として出力することができる
	
	

	
	23
	条建てであるかに拘わらず、新旧対照表を左右に０.５文字分の空白を設けて配置することができる
	
	

	
	24
	条文中の数字及び括弧は基本的に全角を用い、号番号についてのみ半角を用いることができる
	
	

	
	25
	新旧対照表と附則の間に空白行を入れず出力することができる
	
	

	
	26
	本則と附則の間に空白行を入れず出力することができる
	
	

	
	27
	半角の数字や括弧を使用して０.５文字表記がある場合は、直後の空白を０.５文字分とすることができる
	
	

	
	28
	条建て改正方式で出力することができる
	
	

	
	29
	項建て改正方式で出力することができる
	
	

	
	30
	新旧対照表が複数のページにまたがるときは、ページまたぎ前後の仕切り線は表示させないことができる
	
	

	
	31
	新旧対照表が複数のページにまたがる場合でページまたぎの位置に表の仕切り線があるときは、ページまたぎ後の仕切り線は表示させないことができる
	
	

	
	32
	複数例規の改正による条建て改正に対応することができる
	
	

	
	33
	複数施行日による条建て改正に対応することができる
	
	

	5
	省略表示の設定

	
	34
	改正のない条（項建ての場合は項）は表示させないことができる
	
	

	
	35
	改正のない項、号を「　略」として表示することができる
	
	

	
	36
	改正のない号細分を省略することができる
	
	

	
	37
	連続する2つの項、号を「○・○　略」として表示することができる
	
	

	
	38
	連続する3つ以上の項、号を「○－○　略」として表示することができる
	
	

	
	39
	目次の章を「・」「－」で省略表示することができる
	
	

	6
	下線処理

	
	40
	改正箇所のみに下線を引くことができる
	
	

	
	41
	字句改正をするとき、空白を挿入して改正箇所以外の位置を揃える処理を行わないことができる
	
	

	
	42
	下線範囲が独立した意味の単位になっているか校正することができる
	
	

	
	43
	見出しの全部改正時に括弧を含めて下線を引いているか校正することができる
	
	

	
	44
	繰上げ又は繰下げをしたとき、条名・項番号・号名の部分に下線を引き、条文の表記を「　略」とすることができる
	
	

	
	45
	連続した条について繰上げ又は繰下げをするとき、「○・○　略」「○－○　略」として表示することができる
	
	

	
	46
	「○・○　略」「○－○　略」として表示するとき、「・」には下線を引かず「－」には下線を引くことができる
	
	

	
	47
	規定の追加又は削除をしたとき、対応する箇所全体に下線を引くことができる
	
	

	
	48
	条名等の直後や規定中の空白文字には下線を引いていないか校正することができる
	
	

	7
	目次・章名・見出し

	
	49
	目次を改正するとき、改正がない箇所は「　略」として表示することができる
	
	

	
	50
	目次を改正するとき、改正前後で表示の高さを合わせることができる
	
	

	
	51
	章名を改正するとき、改正がない前後の条を表示しないことができる
	
	

	
	52
	章名を追加するとき、前後の条を「　略」として表示することができる
	
	

	
	53
	見出しのみを改正するとき、内容については「　略」として表示することができる
	
	

	
	54
	共通見出しの情報を持つことができる
	
	

	8
	条・項・号

	
	55
	条の改正において下位構造に改正がある場合は、全文を表示することができる
	
	

	
	56
	条の改正において下位構造に改正がない場合は、「　略」とし、さらに下位の構造は表示しないことができる
	
	

	
	57
	各号列記の改正においては、各号列記以外の部分を省略しないことができる
	
	

	
	58
	字句の改正により改正前後の行数が変化したとき、条、項、号の先頭行の位置を揃えて表示することができる
	
	

	
	59
	条や項を追加又は削除するとき、直前の条や項に改正がない場合でも「　略」として表示することができる
	
	

	
	60
	ただし書又は後段を追加又は削除するときは、それ以外の条文も表示することができる
	
	

	
	61
	第１項として項を追加するとき、改正前の第１項は改正後の第２項と位置を対応させることができる
	
	

	
	62
	１項建ての条に第２項以降として項を追加するとき、第１項に改正がなくとも全文表示することができる
	
	

	
	63
	条の全部改正により、改正前後で条文の構造が異なる場合は、改正前後の条文の位置を対応させず、上に詰めて表示することができる
	
	

	
	64
	形骸削除（第○条 削除）に対応することができる
	
	

	9
	附則

	
	65
	過去の改正附則については表示しないことができる
	
	

	
	66
	改正がない項（条建ての場合は条）をについては、「　略」として表示することができる
	
	

	10
	表・別表

	
	67
	改正がない別表については表示しないことができる
	
	

	
	68
	表の部、款、項、欄ごとに改正することができる
	
	

	
	69
	表頭がある場合は、改正する項を含む左側の列の表頭はすべて省略せず表示し、右側の欄については「　略」として表示することができる
	
	

	
	70
	下位構造に改正がある行においては、改正箇所の左側はすべて表示することができる
	
	

	
	71
	改正せず、内容を表示しない項については「　略」として表示することができる
	
	

	
	72
	「　略」とする項が連続するときは、１つの行にまとめて表示することができる
	
	

	
	73
	「　略」とする項が連続するとき、項番号が振ってある場合は、「○・○　略」「○－○　略」として表示することができる
	
	

	
	74
	「○・○　略」「○－○　略」として表示するとき、「・」には下線を引かず「－」には下線を引くことができる
	
	

	
	75
	字句の改正により改正前後の行数が変化したとき、罫線の位置を揃えて表示することができる
	
	

	
	76
	表の項を追加するとき、直前の項の左端の欄の内容を表示し、他の欄も「　略」として表示することができる
	
	

	
	77
	表の項を追加するとき、改正前の表に同じ幅の空欄行を設けることができる
	
	

	
	78
	表の部を「　略」として表示するとき、部中の項が複数あることを示すため、２行「　略」として表示することができる
	
	

	
	79
	表の項を追加又は削除するとき、改正前後で項が存在しない側には下線を引かないことができる
	
	

	
	80
	備考については、まったく改正がない場合であっても「　略」として表示することができる
	
	

	
	81
	表に改正がなく、備考にのみ改正があるとき、表は外枠のみ記載し、内容は「　略」として表示することができる
	
	

	
	82
	表を追加又は削除するとき、改正前後の表が存在しない側は空欄とすることができる
	
	

	
	83
	別表を新設するときは、附則の規定に改正がない場合は附則の規定を「　略」として表示することができる
	
	

	
	84
	別表を追加するときは、直前の別表を「　略」として表示することができる
	
	

	
	85
	別表の「（第＊条関係）」については改正が必要かどうかで表示の有無を変えることができる
	
	

	
	86
	複雑な表・別表については、該当部分に限り改め文形式で改正原議を作成することができる
	
	

	11
	様式

	
	87
	様式については、改め文方式で改正原議を作成することができる
	
	

	
	88
	様式の「（第＊条関係）」については改正が必要かどうかで表示の有無を変えることができる
	
	

	
	89
	様式を追加又は削除するとき、改正前後で様式が存在する側は「別記様式第＊号（第＊条関係）」と表示し、「　略」の表記をしないことができる
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別紙３
提　案　価　格　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　月　　日　

　東広島市長　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名


金　　　　　　　　　　　　　　　円
　　　　　提案価格は、消費税及び地方消費税を含む金額とする。

提案価格の費用内訳
	項　　目
	費　　用
	備　考

	例規システム初期構築
	円
	

	例規システム利用料
	円
	

	ＬＧＷＡＮ－ＡＳＰ利用料
	円
	

	例規集追録
	円
	

	法令検索システム利用料
	円
	

	判例検索システム利用料
	円
	

	法令改廃情報検索システム利用料
	円
	

	例規整備支援システム利用料
	円
	

	法制執務相談
	円
	

	合　　計
	円
	


　注　記載欄が不足する場合は、適宜、欄を設けて記載し、又は別様に記載した書類を添付すること。


